
総括表(市町村)
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指定団体等の指定状況
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うち技能労務職員

教青公務員
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東業会計の一覧
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し主釈〕蹴1:経常収支比牢の口内の数値は.「減収補埴偵(特例分)」及び「臨時財政対策偵」を鰍いて算出したものである
?各会計の一覧は主な会計 00会計まで)を記載している
3:地方公共団体が損失補塔等を行コている出資法人で、盤全化法の算出対象となっている団休にっいては、「地方公社・第ニセクター等」の団休名に0印を付与している
芙4 資金不足比牢糊には、資金が不足している会計のみ記載している
5 彦業禍造の比牢は、分母を就業人口総數とし、平成π年国調は分類不能の産業を鰍き、平成リ年国調は分顯不能の産業を含んでいる
K6.住民墓本台帳関係年報の調査基凖日変更に伴い.平成?5年座の住民慕本台帳人口にっいては、平成26年1月IB現在の住民墓本台帳に登載されている人口を記載している
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m 普通会計の状況(市町村)

地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自動車取得税交付金
軽油引取税交付金
地方特例交付金
地方交付税
普通交付税
特別交付税
震災復興特別交付税
f一般財源計)
交通安全対策特別交付金
分担金、負担金
使用料
手数料
国庫支出金
国有提供交付金件寺別区財胴交付金}
都道府県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
地方債
うち減収補埴債{特例分}
うち臨時財政対策債
歳入合計

打入 +円

5、

38,294

242

234
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18、 510

フ.009

372

1,613.371
1,498,843
114,528

5,フ

38,294

242

234

47

18,510

02

1.8部,476
540

20,101

36,975
1,922
219,455

法定普通税
市町村民税
個人均等割
所得割
法人均等割
法人税割
固定蛮産税
うち純固定寅産税
軽自動車税
市町村たばこ税
鉱産税
特別土地保有税
法定外普通税
目的税
法定目的税
入湯税
事業所税
都市計画税
水利地益税等
法定外目的税
旧法による税
ム計

フ,009
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1,498,843

1,498,843

じ主釈}
普通
単独珊

351,903
107,939

1,149
30,380

272,755
35,403

285,688
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1.7舶,948

540

00

84 6
84,6

98.388

3,247,686

99 9

0.0

3 0

100 0

725

4,456

204,456
48、 163
2,4乃

41,348

2,749

1.591
143.鮖4

116,605
6.551

5,788

・%

00

556

1.フ70.769

00

徴収牢現
【%}年

100 0

園6

下水道
簡易水道
病院
上水道
閣民健康保険
その他

を含み、
単独扇業費を含む。

計
01
市町村民税
純固定資産税

督

総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防賢
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出費
前年度繰上充用金
歳出合計
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0,5

05

ユ=

205,397

5,

79.940
フ,900
3,146

99 7
100 0

99,6

100 0

再差引収支
加入世帯数【世帯}
被保険者数【人}

被保険者
1人当

保険給付費
23,943

110,359

99.1

100.0

98 5

2,163

621,299
414,750

166.749

1,970

564,433

101,940

223,623
122,838
192,255
104,722

366.528

99 8

100 0

99 6

'4

,
人件費
うち職員給
扶助費
公債費
元利償還金
内うち元金
訳うち利子
一時惜入金利子
その他の経費
物件賢
維持補修賣
補助費等
うち一部礪務組合負担金
繰出金
積立金
投資・出責金・貸付金
前年度繰上充用金
投資的経費計
うち人件費

巨亟亟]

g9 3

100 0
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A のう

%

34,47

28,128

2,943.270

熊本県水上村

39,952

2,390

43,956

吊1

960.100

451,051
228,245
142,521
366,528

366,528
332,801

33,727

100 0

A のう

謁0,359
16,748

巧3,722
49,883

M,584

普通建設東業費
うち補助
うち単独
災害復旧東業費
失業対策東業覧
合計

立千円

1,176,854

306,310

24.048
324,874

109,535
222,142

247、舶0
52,400

62,163

571,700
286,865

130.424

11

174,042
75.072

118,239
フフ,441

167,409
16,287
360,357

836、 795

429,445
220,179
46.993

360,357
360,357
327,066
33,291

701,594

経常経費充当一般財源等

806,316
19.1 1 1

701,594

399,129
296,990
104、 722

1,004,560
258,302

19,303
259,016
109,535
202,302

235、 001
30,636

834,3?2

427,567

2,040.010

46,398

360,357

360,357
327,066

33.291

2、 943,270

1/ 1
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201,905
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②各会計、関係団体の財政状況及び全化判断比率(市町村)
畝会計等の財政状況単位百万円

鮭会計

10

●1

1,

n

1●

"

鮫会計耳艶計 324尋

棄一畝会計耳艶計は.各金計の相重伺の鰻入・鯵出等の軍盛モ牲除Lた、のであり.各会計の含計と一敦しない嶋舎がある
公冨企靈金計等の財註状況単位百万円

1 国艮日尿保韻事羣

き介謹保蹟串案

コ佳期高齢者晒血宗室

4 齢易京通字章

5特窒理域保全公共下*通*靈

6 業羊熱惨*事室

7 尊業焦熱山水雫室
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"

1,

12

1'

"

1'

11

1●

1,

地方公社・凱三セクター号の軽言状工量び地方分共団体の封敵的支捜の状況単位百万円

実質毒^

■^^_^^^

閏係するー"事"始舎等の財政状況単位百万円

ま背●円」量冨

怯育●叩量冨

鵠背'叩量冨

鴫魯●叩垂冨

1 凱奥公豆多捜ネ 業団

ユ上卑酬蠣防始含

3/、官茸暗広軍行敢時含一赴金計

.゛゛,".'゛冒●工冨゛皇●■

5

'nネ黒畦冨嘉r●軸●広頃釜青丑壷計

7 ■師■●^巨■工哩●●犀鵬恥●覇●M幽,1.

.齢本弘市町村就合゛"岨含

.

「転五硫「「^
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三セウ鵠
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4却●叫

之コ6 'フ'
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26,■'乏

1乏0き'

叫
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35才

之'尋

25コ075

103'3
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1之7■7
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公償貴負担仂状工

M

''

127肘

110,

見判偏遍金

凱慎甚壷暢立不昆野室血

卦期一括口遠地方偶に倭る卑喧割帽出血

公茸企室慎の元阜」償重金に對する峰入金

岨含鵠が起こした胎方償の元利価轟食に封する負担金耳

倶"負担行島に苔":k生出島t公憧費に皐ずるもの

一時惟入金の判キ

1抑7

1 を7フ

^

区分

実質公仏貴比皐

P駒串案に係る、の

いわゆる玉省伯窒嶋に係るもの

国茸土堆改良ネ棄・轟尊靴舎研宜所耳が行う,靈1、係るもの
偶
地方公"員尊共陦始含に係る、の覇

社会福赴注人の蛯設Ⅱ般費に係る、の担
行樹侠補雷.値疹保証の嘘行に係るもの

為引き窒けた住義の鯉行に係る亀の
モの他上記に皐ずる、の

判子褐此に伍るもの

特窒酎轟の柿

物岸酎敢規幌

卦入公位費写の按

舎計

内訳

干角・"

早成わ年喧早或剥年喧年陵部年傾

26■占41 3" 5ユιコ654,'

,22帥
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偵覇負担行轟1零甚";k王出予窒M

分寓企煮但尊様A見'傾

岨含鵠負担尊見゛額

'靴斈"負担見込岳

詮立生人耳の負偶岳写負担見込甑

帖実質保字額

凶合鵠週帖実質青字額負担見込傾
分岳比 含計

充当可暁 充出可籬晶金
酎尋鵠

壹"司罷特定盛入

"岸財政害負価質ス見込M

舎計

将寮負担此率 E - F〕 C)ーイD))寓100
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虻75軸
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置全化^比車

実貝罪*比車
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実貿公伝費比軍
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"■151

才64070
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白
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(3)市町村財政比較分析表(普通会計決算)

2,410 人Ⅲ26.1.1現宅目人
質赤字比

2,401 人IH26.1.1現在}うち 結実質赤字比
190.g6 kn; 質公債費比 ,.フ
1247,舶6 千円 来負押比
2,943,270 千円

町村類 H21 1 -0 H23 1 -01-O H?2
262,フ?0 千円

年度毎 H24 1-O H25 1 -0
1,871,405 千円

2,駒g,213 千円

市町村類型とは、人口および産楕造等により全国の市印村を35のグループに分顛したもので高る当該団体と伺じグループに鳳する団体を頬似団体と言う.

平成26年度中1一市団村合併Lた団体で、合併前の団体ごしの決算にづく実質公費比率及び将柴負担比牢を算出していない団体については、グラフを表記しない.

充当可能財源等が将棄負担額を上回っている団体については、将来負担比牢のグラフを表記しない

顕似団体内平均症は.充当可能財源井が将来負担額を上回っている団体を含めた加量早均であるため、小住を下回る二とがある

人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び就持補修費の合計である.ただし、人件費には索養支弁人件養を含み、退金は含まない.

946

住民本台帳関係年報の調苔準白変更に伴い、平成25年度の住民本台帳人口については、平成26年1月1日珊在の住昆本台帳に豊鮭されている人口を記載している

財政力

財政力指数[0.14]
1 20
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廟疫昆倣内々 虜本解芋的全国芋的
65 /J/ 763696

入ロチX当たり貞盛の分竒毎

平成25年度の本村の員数人口千人あたり2116人は、類似団体と比較すると055と

の差でほぼ同水牟にあるが、保育士、スクールハス運転手、調理師、水道手なだ直営
に係る人員も含まれている今後も一般行政における適正度も熟考しながら行

政運営に支障が出ないよう適正管理を実応しなければならない

H22

700

1000

015

財政構'

経常収支比率

且00

095

H2'

900

H23

廟の昆4内扇血 諾本倶芋的全国早的
/Z /J/ 049 0了4

尉a力卿の分祈脚

年成24年度と同指数てある

平成ユ5年度も分子を権成する基卓財政収入額218,823千円においてぱ、償却貴産の経

年償却による減収が穎き、また長引く経済情勢の雁化に伴い地π企集に活力が生まれ

ず、地域全休の用に冷え込みが見られるなかにおいて、市町村民税・法人税等の地
方税を安定的に見込むことは困敷であり、自主財源の伸びは当面期待てきない状況て

あるようて、財政力指数0.14が今徒上昇するとは考えにくい
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四四542 /J/ 902

金営収芝"畢の分折棚

類似単体と比較すると、△34ポイントとなったが平成25年度と伺比率乃.3である.経常

的な軽費が平成24年度と比べ減となうたこと公債費償還がヒークを経過し本年度も
366.528千円の元利償還を行ったことなどにより、乃3,6と良好な水準を雑持している

300

将来負担の状況

将来負担比率

・物件

・物件

12伽mo

.00

15mmo

H24

等の状況

等決算額 B14,885円]

ヨ00
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1備之
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00
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平成25年度
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全国芋的癖瑞可内扇血
/ 6.2ι四フ/J/

メ訂1メ、当えりメ#n・待#丘拶瑳#血の分竒謂

人件費及び物件費等合計額757.361千円の人口一人当たり決算額314,885円と類似団

体を下回っているのは、これまでの中改革プランによる員の定員管理の適正化、
手当の見直Lを含めた人件費の抑制、また食糧畳、旅畳等の経常軽費の見直しなど、

1丁政改革による経常経費の圧綿によるものである.今後も屠の退により人件費

は減少すると考えられるが、質の高い行政サービスを提供するためにも過剰な経費圧

縮に注を払いながら、可能な限り軽常軽費の節減にあたりたい

公債費負担の状況

実質公比牢[97幻
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//J/ 6665/ 0

痔呆g塑此屑の分竒棚

平成22年座から平成お年度とも将来負担額を充当可能財源と甚牟財政需要額入見

込額との合計額が超過しており、将来負担比率は発生しないこれまでの充当可能基
金の計画的な梢み増しと、地方債償還がピークを経過しているため地方債残高は今後
も綬やかに減少していくと見込まれる今後も公債費等の軽務的経費の剛減等行政改

革を進め、財政の僅全化に努める
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勿劇昆件内煩血 全国助村平的全国市平的
/6 /J/ gι6 956

ラスハ'イレス荷轟の分折厨

平成25年度のラスハイレス指数907は類似団体と比鞍すると△39ポイントと非常に低
L、

本村の特微として、経験年数10年以上の員の昇給が他団体と比ぺ遅い傾向にあり、

務責に応じた給料表の適正な道用、特別昇給制度の運用、人事評価制廣の本格

的な用など多角的な視点からの給与水を検討する必要がある

熊本県水上村

瑞本芋的
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人口千人当たり員数[21.16人]
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/07ι672 /J/

笑可公aa"璃の分祈厨

平成24年度1019'から平成25年度9796と 0496減少した.主な蔓因は、公債費慣'が

ピークを軽過L、地方債残高について対平成24年度△47112千円と減少したことと、分
母を構成する通交付税額が平成24年座に104004千円増加したこと、平成25年度も
対前年て13295千円増加によるものである.平成25年度以降も償週が終7する過疎債

等が控えているが、斬規発行額の増加を予定しており、今後は比牢が緩やかに上昇し

ていくことが込まれるさらに、分母を横成する地方交付税の動向によっては上昇す
る可能性もある
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(4)-1市町村経常経費分析表(普通会計決算)

経常収支比率の分析

?,410

2.401

190.96

3.247,686

2.943,270

26?.フ?0

1.871.'05

2.5".213

※市剛村類型とは、人口および産棄造鵠により全国の市町村を35のグルーフに分類したものである当該団休と問しグループに属する団休を類似団体とう

※住民基本台幅閏係年報の鯛査基率日査亜に伴い、早皮25年度の住民基本台帳人口については、早成26年1月1日現在の住昆基本台帳に豊載されている人口を記載している
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フタノ/J/ /J.6/2タ

そφ封の分竒留

平成25年度その他比牢10.7は、類似団体と比較すると、△0.9となっている
これは主に織出金だと考えられるが、本村の特別会計8会計において、資金
不足に陥ったものはなく、簡易水道亭業会計及び下水道事業3会計において
は赤字補てん財源緑出もない今後も特別会計においては独立採算での運
を+分念頭に置いた事棄運に努める
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1-O H22
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全国'均痴劇団4内女 熊本坦均
6ヨ/ J

メ件五の分折闘

平成25年度の人件費比牢22.9は類似団体と比較すると、おおむわ同水準で
あるしかし、保畜士、スクールバス運転手、調理師、水道手なと笹営事案に
係る人件費も含まれているため、一般行政職が占める人件費は決Lて高くな
い今後は民問委託など行政サービスの提供方法の整異も+分検討しなが
ら人件費の適正水凖を維持しなけれぱならない
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早成25年度公偵費以外比率56.0は類似団体と比較すると、△4ユとなつてい

る人件費、扶助費については同水準だが、類似団体と比較した物件費
△21及び補助費△3.6てあるためである.総括的に集中改革プランによる行
政改革、物件費等軽常軽費の節減による継続成果が非常に大きいといえ
る
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長動症の分折留

早成25年度扶助費比率は25は類似団体と比較すると同水準であり、おおむ
ね平行繰て推移している今後、扶助費は全国的な伸びが予恕されているた
め、比畢には上昇伽向が見られるようになってくると考えられる
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平成25年度物件費比牢10引ネ、類似団体と比較すると、△21となっている
これは早成17年度から早成21年度にかけて実施した集中改革プランによる
行政改革、物件費等軽常軽費の節減による成果の継続である今後も物件
費が遇大にならないよう注意を払いながら適正な物件費予算の配分に努め
る

世
//

平成25年度公債費比牢193は類似団体と比較すると、おおむわ同水準であ
るこれまでに生活環境・教商施設・般光施設等の整働がほほ終了し、償還
のピーウを軽過していることから地方債早成25年度残高2.599.213千円は、平
成24年度と比較し47."2千円減少しナ、また、利車4.5%以上の地方位現在高
がなく財政に余分な負担はあまりない今後は大規模な新規那業が予定さ
れおり、適位皐業に留意しながら公債費負担が急激に増加Lないよう計画的

な社会資本整備を心がける。
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解価委員会等第三者機関の意見も聴敢しながら、補助金交付亭業として適
切てあるか、+分な効果があるかを適正に判断しなけれぱならない
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(4)-2市町村経常経費分析表(普通会計決算)

人件及び人件に準る費用の分析
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(5)実質収支比率等に係る経年分析(市町村)

標準財政規比(%)
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実質収支額

実質単年度収支
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12.51

54.05

' 0.22
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準財政規
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14.フフ

56.フフ

3.08

巧.29

比(%)
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59.51

▲ 0.12

13.84

64.80

分析欄

過去5年問をみるとすべて黒字決算であるが、平成25年度実質収支144%は、
一般的に3~5%程度が望ましいとされていることからも比率的には非常に高め

であり、繰越金を多額に出す財政運営である。おおむね良好な財政運営に努め

た結果ではある。また本村の特徴としては、基金積立金現在が非常に大き

<、とりわけ財政調整機能を有するもの(財政調整基金、減債基金)の比率が

高い。

これは財政力指数0.14をみても、交付税に頼る財政運営上不測の事態に備える

ための最低限必要な財源である。
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(6)連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析(市町村)
標準財政規比(%)
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その他会計(黒字)
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※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を出していない団体については、グラフを表記しなし
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分析欄

一般会計及び各牢業会計とも平成21年度から平成25年度も引き続き、赤字は発生していない
状況にある。

今後も計画的な牢業運営を図り、健全な財政運営に努める。
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(フ)実質公債費比率(分子)の構造(市町村)

(百万円)
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÷平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実

元利還金
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満期一括還地方債に係る年度割相当額
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組合等が起こした地方債の元利還金に対する負担金等
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公債費比率を算出していない団体については、
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分析欄

分子を構成する元利償還金は、償還のピークを経過し毎年度
滅少している。社会資本整備等大きなインフラ整備は終了し

ているが、今後の新規事業で増加が見込まれる。また、一部
事務組合、公営企業に対する準元利償還金は依然として負

担が大きいが、整備計画が継続している一部事務組合に対

する負担金には今後も注意が必要である
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(8)将来負担比率(分子)の構造(市町村)
(百万円)
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分子の構造

一般会計等に係る地方債の現在高 3,006

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額 1,044

[ニコ組合等負担等見込額 143

[ニニコ退職手当負担見込額 571

[111ヨ設立法人等の負債額等負担見込額
連結実質赤字額

[ニニニ]組合等連結実質赤字額負担見込額
[ニニニ1]充当可能基金 2,234

充当可能特定歳入

[ニニニ]基準財政需要額入見込額 2,794

^将来負担比率の分子IA}ー(B) ' 264

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を

将来負担額仏)
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充当可能財源等⑧
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(百万円)

H25 分析

一般会計1こ係る平成25年度地方債現在高2占99213干円は、今'
は大規模な新規事業の計画もあり、増加していくと見込んでいる。
そのため、将来負担額も同時に増加するものと考える。さらに、ー
部事務組合、公営企業に対する準元利償還金は依然として負担が

大きく今後もしぱらくは減少しないただし、現在の充当可能財源
みると、充当可能基金と基準財政需要額算入見込額の合計額が

将来負担額を相殺し将来世代に負担は残らない。
今後も将来的にも負担が残らない財政運営に努める



水上村財政健全化判断比率等(平成25年度)について

平成19年度決算から、地方公共団体の健全化に関する法律に基づき、財政健全化判断

比率等を水上村でも算出しています。

これは、村の現在の財政状況及び将来の負担率等を算出するものです。

平成25年度の本村の状況は基準よりも大きく下回り、昨年度同様財政状況は良好です。

実質赤字比率

項目

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

平成25年度

簡昜水道事業特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

平成24年度

特別会計の名称

9.フ

林業集落排水事業特別会計

6主)表示が(ー)とあるのは、赤字及び資金不足が発生していないことを表しています。

0語句の説明

・実質赤字比率:自治体が自由に使える収入の標準額に対し、一般会計と、病院や下水道といった「公営事業会計」を除

くすべての特別会計の赤字額の合計がどのネ呈度かを示す割合。

・連結実質赤字比率:自治体が自由に使える収入の標準額に対する、公営事業を含む全会計の赤字額の合計の割合。公営

事業会計が苦しくなり、健全化のために一般会計から繰り入れをすると、最終的には一般会計を圧

迫することになります。

・実質公債費比率:自治体の収入に対する負債返済の割合を示す。通常、 3年間の平均値をイ吏用。18%以上だと、新た

な借金をするために国や都道府県の許可が必要。25%以上だと借金を制限されます。

・将来負担比率:公社や出資法人も含め、自治体が将来支払う可能性がある負債の一般会計に対する比率。

・早期健全化基準:自治体財政健全化法が定める財政4指標(実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来

負チ旦上ヒ率)でいずれかが一定割合を超すと、破綻寸前の「早期健全化団体」に指定されます。

・財政再生基準:地方公共団体の財政の健全性に関する基準。自治体財政健全化法で規定された実質赤字比率・連結実質

赤字比率・実質公債費比率の基準値のいずれかを超過した地方公共団体は、財政再生団体して、国など

の管理下で計画的に財政のイ建全化が図られます。

・資金不足比率:公営企業会計で、営業収益に対する手持ち資金の不足額の割合。これらの指標はすべて、数値が低いほ

ど健全とされます。
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